事　務　執　行　概　要

資源循環課

企画推進グループ

１　総務事務について
　　室内の給与、物品購入管理事務など庶務事務を掌るとともに、室業務の連絡調整等に関する事務を行い事務事業の適正な執行に努めた。

　　
２　企画調整について
　　室業務に関する議会、国家要望、各種調査照会、広報・広聴など企画事務について、室内、部内及び庁内の連絡調整を行い、迅速かつ適正な事務処理に努めた。
３Ｒ推進グループ
１　大阪府循環型社会推進計画の推進
令和２年度に策定した「大阪府循環型社会推進計画（目標：令和７年度）」に基づき、資源の循環的利用のほか、廃棄物の排出・処分量の抑制、適正処理等を推進するため、市町村と連携し、府民や事業者等の３Ｒの取組を促進した。
２　プラスチックごみ対策の推進
(1) 「Osakaほかさんマップ」によるマイ容器・マイボトルの利用促進
令和３年に運用を開始したマイ容器等の利用可能な店舗をネットで検索できる「Osakaほかさんマップ」の、ページ追加、SNSを活用したマイ容器等の利用を促す投稿の実施、プラスチックごみ問題などについて理解を深める府民向けハンドブックや子どもが３Ｒについて楽しく学べるカードゲームを活用し、市町村とも連携し、環境イベントやSNS等を通じて府民啓発を行った。
 (2)府民啓発の実施
プラスチックごみに関する啓発パネルを活用し、ロハスフェスタ等のイベントにおいて、府民啓発を実施した。
　　　　　（単位：千円）　　　　
	年　度
	区　分
	財源内訳
	合　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	令５
	予算額
	0
	0
	5,263
	0
	5,263

	
	　決算額
	0
	0
	5,168
	0
	5,168


(3) 道頓堀商店街におけるプラスチックごみの３Ｒ実証事業

　　２０２５年大阪・関西万博に先駆けて、プラスチックごみの３Ｒに関する意識醸成や行動変容を促すため、道頓堀商店街において、地元協議会と連携し、令和５年１０月に観光客や府民を対象とした３Ｒを体験いただく実証事業「プラごみ“ほかさん”観光チャレンジ」を実施した。
３　一般廃棄物の３Ｒ推進
(1)容器包装リサイクルの推進
令和５年３月に策定した「第１０期大阪府分別収集促進計画（令和５～９年度）」に基づき、府内市町村における容器包装廃棄物の分別収集の実績等をウェブサイトで公表するなど、府内における容器包装廃棄物の発生抑制や分別収集を促進した。
(2)その他関係法に基づくリサイクルの推進
テレビ等の４家電のリサイクルについては、優良事例を市町村へ情報提供した。

パソコン等の小型家電については、令和５年７月時点で３７市町村が回収しており、国等の動向を市町村に情報提供したほか、大阪市と連携し府庁別館１階に回収ボックスを継続して設置した。

（令和５年度別館回収実績：パソコン（タブレット端末含む）７８台、携帯電話１３２台等）
(3)府民啓発の実施

令和５年１０月～１１月に「おおさか３Ｒキャンペーン」を実施し、小売店や商店街のほか、府立高校や府内の大学、公共施設等に啓発ポスターを掲示し、マイバッグやマイボトルの常時携帯やマイ容器の使用等を啓発した。
（参加店舗数：１，９９２店舗）

(4)大阪府魚腸骨処理対策協議会の解散及び後継組織の設立
事前に協議会委員会において承認を得ていた協議会の解散方針により、協議会としての役割を一定果たしたとして、協議会を令和６年３月３１日付で解散。引き続き、魚腸骨（魚あら）の処理状況の情報共有を図るため、府・市町村で、「大阪府内市町村魚あら適正処理促進連絡会議」を令和６年４月１日付で設置。
４　リサイクル製品認定制度の運用
循環型社会の形成に寄与する事業者を育成し、府内でリサイクル製品を普及するため、大阪府　　循環型社会形成推進条例（以下「条例」という。）第１２条に基づき「リサイクル製品認定制度」を運用した。

令和５年度は、８～９月に認定申請を公募し、令和６年１月の大阪府環境審議会リサイクル製品認定部会において審議して令和６年３月に認定したほか、イベント等を通じて事業者や府民へ制度を広報した。（令和５年度末認定製品数：３４５品目）

　
申請手数料

	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	396千円
	180千円
	324千円
	378千円


施設整備グループ　　

１　一般廃棄物処理施設の整備促進
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という。）に基づき、市町村等に対する必要な技術的援助を行うとともに、循環型社会形成推進交付金等に関する事務など、一般廃棄物処理施設の整備を促進した。

　

循環型社会形成推進交付金等の交付を受けた事業数（延べ件数）

	区　　　分
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	施設整備に関する計画支援事業
	５
	５
	６

	長寿命化総合計画策定支援事業
	０
	０
	０

	災害廃棄物処理計画策定支援事業
	０
	０
	０

	マテリアルリサイクル推進施設
	２
	２
	０

	エネルギー回収型廃棄物処理施設等
	１
	３
	２

	基幹的設備改良事業
	３
	４
	４

	先進的設備導入事業
	１
	０
	０

	廃棄物処理施設災害復旧事業費補助金
	０
	０
	０

	災害等廃棄物処理事業費補助金
	０
	０
	０

	計
	１２
	１３
	１２


　
２　一般廃棄物処理施設の届出受理、許可及び定期検査
廃棄物処理法に基づき、一般廃棄物処理施設の設置・変更に関する許可、届出の受理及び定期検査等を行った。
	区　　　分
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	許可件数
	０
	０
	０

	許可証の再交付件数
	０
	１
	０

	定期検査申請件数
	１
	１
	０

	設置・変更に関する届出件数
	０
	１
	０

	合併・分割の認可件数
	０
	０
	０

	軽微変更等届出件数
	７
	１８
	２１

	施設の特例に関する届出件数
	０
	０
	０


３　一般廃棄物処理施設に係る指導

設置の届出受理又は許可を行った一般廃棄物処理施設について、維持管理状況等の確認及び指導を行った。一般廃棄物焼却施設及び一般廃棄物最終処分場については、次のとおり立入検査、検体採取を実施し、基準遵守状況の確認を行った。

	区　　　分
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	立入検査数
	１９
	２０
	８


・検査分析業務

委託先　令和５年８月～令和６年３月　　株式会社日吉

検体採取件数
	区　　　分
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	ばいじん
	１８
	１８
	８

	焼却灰
	１２
	１２
	５

	放流水
	３
	２
	　　　０


４　災害廃棄物対策の推進

平成２９年３月に策定した「大阪府災害廃棄物処理計画」に基づき、災害発生時の生活ごみ、避難所ごみ、し尿及び災害廃棄物について、生活環境保全及び公衆衛生を確保しつつ、再生利用等を図りながら、迅速かつ適正に処理するため、国、府内市町村との協力・連携体制の拡充を図るとともに、環境省と連携して府・市町村職員等を対象にワークショップ等を実施した。

また、環境省の災害廃棄物処理における実効性確保に向けた業務を活用して、水害時の災害廃棄物発生量を推計したほか、災害廃棄物の発生量を簡易に推計できるツールを作成した。さらに「大規模災害発生時廃棄物対策近畿ブロック協議会」において情報伝達訓練の在り方に関する検討を実施するなど、広域的な処理体制の充実を図った。
５　堺第７－３区管理事業

　　産業廃棄物最終処分場である堺第７－３区については、廃棄物受入事業終了に伴い(財)大阪産業廃棄物処理公社が平成１７年度末で解散し、平成１８年度に大阪府が管理事務の移管を受けた。

堺第７－３区を適切に管理するために、浸出水等が周辺環境へ影響を及ぼさないよう、引き続き排水処理施設の維持管理及び水質の環境調査等を行った。
最終処分場廃止に向けた取組みとして、学識経験者から成る「堺第７－３区早期廃止検討に係る懇話会」において助言を得ながら、T調整池のpH低減対策検討のためのフィールド試験を実施した。
　　土地の活用については、堺第７－３区土地利用基本構想に基づき、民間事業者や国等行政機関に対し土地貸付を行った。（23件、貸付料収入 168,399 千円（うち特定財源58,079千円））
　　根拠法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律
（単位：千円）
	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	令３
	予　算　額
	0
	0
	56,228
	68,671
	124,899

	
	決　算　額
	0
	0
	59,784
	53,299
	113,083

	
	内訳
	予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	61,333
	61,333

	
	
	執行額
	0
	0
	59,784
	△8,034
	51,750

	令４
	予　算　額
	0
	0
	54,592
	83,599
	138,191

	
	決　算　額
	0
	0
	　55,684
	64,366
	120,050

	
	内訳
	予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	69,143
	69,143

	
	
	執行額
	0
	0
	　55,684
	 △4,777
	50,907

	令５
	予　算　額
	0
	0
	55,684
	106,806
	162,490

	
	決　算　額
	0
	0
	58,079
	77,842
	135,921

	
	内訳
	予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	62,465
	62,465

	
	
	執　行　額
	0
	0
	58,079
	15,377
	73,456


（土地貸付収入）　　                                          　　     (単位：千円)

	年　度
	
	予　算　額
	決　算　額

	令３
	一般財源
	109,223
	111,284

	
	特定財源
	56,228
	59,784

	令４
	一般財源
	111,803
	114,121

	
	特定財源
	54,592
	55,684

	令５
	一般財源
	114,223
	110,320

	
	特定財源
	55,684
	58,079


６　フェニックス事業
広域臨海環境整備センター法に基づく大阪湾圏域広域処理場整備事業（フェニックス事業）について、関係地方公共団体と協議・調整等を図り、国家要望を行うなどにより、その事業促進に努めた。

・広域処理対象区域（環境大臣指定）：近畿２府４県１６９市町村
（令和６年３月末現在　府内は全市町村）

・広域処理場整備対象港湾（国土交通大臣指定）：大阪港、堺泉北港、神戸港、尼崎西宮芦屋港

７　大阪府エコタウンプランの推進
　　平成１７年に策定した「大阪府エコタウンプラン」に基づき、先進的なリサイクル技術を有する事業者への事業用地の貸付けを行った。また、プランの策定から１８年が経過し新たな環境課題への対応を図るため、今後のエコタウン事業の方向性等について大阪府環境審議会の答申を受け、プランを全面改定し、令和６年１月に「サーキュラーフィールドOSAKAビジョン」を策定した。
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